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調査の目的

目的

「水防法」及び「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」が令和３年７

月16日に改正され、要配慮者利用施設の避難確保計画に基づいた避難訓練を実施した場合、概ね１か

月以内を目安に、その結果を市町村長に報告することが義務化され、保険者として実施状況及び課題

等を把握するため

対象事業所

● 洪水浸水想定区域又は土砂災害警戒区域内に位置する施設（事業所）

● 南部町地域防災計画の中で、その名称及び所在地が定められた施設（事業所）

提出書類

● 避難訓練結果報告書の写し（総務課の受付印が押されたもの）

● 避難訓練の様子がわかるもの

提出期限

● 平成５年２月28日（火）
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施設（事業所）名
災害区域

洪水 土砂

１ 特別養護老人ホーム三戸老人ホーム ●

２ 三老デイサービスセンター ●

３ グループホーム三老 ●

４ 三老ディサービスセンター八幡の湯 ●

５ 三老ショートステイ八幡のゆ ●

６ 介護老人保健施設なんぶ ●

７ グループホームながわ荘 ●

８ ディサービスセンターあじさい ●

９ 特定養護老人ホームハピネスながわ ●

10 短期住所生活介護ハピネスながわ ●

11 グループホームハピネスながわ ●
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施設（事業所）名
災害区域

洪水 土砂

12 看護多機能サービス如来苑 ●

13 小規模多機能ホーム蒼 ●

14 有料老人ホーム桜桃庵 ●

15 有料老人ホーム南部の里あっぷる園 ●

16 有料老人ホームサポートハウス絆 ●

17 グループホーム絆 ● ●

18
認知症対応型デイサービスセンター
あいのて ●

19 介護老人保健施設孔明荘 ●

20 孔明荘デイケアセンターたのしい家 ●

21 ケアホーム福の里 ●

22 デイサービス福田湯っこ ●

対象施設・事業所（介護関係分）



根拠法令等

水防法 第15条の３

◆要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等

第15条の３ 第15条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要

配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用施

設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する

計画を作成しなければならない。

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞

なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

５ 第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、

同項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとと

もに、その結果を市町村長に報告しなければならない。
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根拠法令等

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

◆要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に計画の作成等

第８条の２ 前条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮

者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、急傾斜地の崩壊等が発生

しるおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確

保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならない。

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞

なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

５ 第１項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、

急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における同項の要配慮者利用施設を利用している者

の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとともに、その結果を市町村長に報告しなければ

ならない。
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避難確保計画作成及び避難訓練の実施状況
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●避難確保計画の作成

作成済 22施設（事業所） 100％

●避難訓練の実施

実施済 22施設（事業所） 100％



令和４年度要配慮者利用者施設における避難訓練

避難訓練の結果
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■サービスの分類は、「地域密着型サービス」が36.4％で最も多い。

■サービスの種別は、「認知症対応型共同生活介護」が16.7％で最も多い。
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サービスの分類・サービスの種別

地域密着型

サービス

36.4%

施設サービス

22.7%

居宅サービス

22.7%

高齢者向け住宅

18.2%

サービスの分類

認知症対応型

共同生活介護

16.7%

介護福祉福祉

施設 12.5%

通所介護

12.5%
有料老人

ホーム

12.5%
介護福祉保健施設

8.3%

介護福祉保健施設
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その他

29.2%

サービスの種別

令和４年度要配慮者利用施設における訓練実施結果報告書
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令和４年度要配慮者利用施設における訓練実施結果報告書

■想定災害は、「洪水」が17事業所、「土砂」が７事業所である。

■訓練実施月は、「１～３月」が68.2％で最も多く、次いで「10～12月」（22.7％）である。

２事業所が「洪水」「土砂」

の想定災害区域いずれにも該

当している



9令和４年度要配慮者利用施設における訓練実施結果報告書

訓練種類・訓練参加者
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訓練種類（複数回答）

■訓練種類は、「避難経路の確認訓練」が15事業所で最も多い。

■訓練参加者は、「従業員」が22事業所で最も多い。「利用者の家族」が参加している事業所はない。
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10令和４年度要配慮者利用施設における訓練実施結果報告書

計画の変更

変更あり

50.0%

変更なし

50.0%

計画の変更

■計画の変更をした事業所と変更なしの事業所は、それぞれ11事業所で同数である。



訓練によって確認された課題など
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●車いすでの移動は、予定より倍以上の時間がかかった。

●これまでは午前中に訓練を実施していたが、今回は午後に行った。通常は昼寝をしてい

る時間なので、疲れて歩行が不安定になる人がいた。

●洪水時、自宅への送迎に危険が予測される場合の対応を、職員会議等で再確認する必要

がある。

●ビニール手袋を付けるタイミングをマニュアルに追加した。

●刻み食の人数を把握していなかったため、確認することにした。

●非常用電源は、燃料の補充ができない場合、４～５時間しか持たない。

●非常食の保管場所は１階にあるが、浸水するおそれがある場合の対応を検討する。

●車両のリフト操作は、全職員が把握していた方がよい。

●搬送車に車いすが入らないことがわかった。

●緊急連絡網を再確認する。

●災害警戒レベルが急激に上がった場合、近隣の事業所とも連携することが必要である。



訓練によって確認された課題など
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●職員に対し、それぞれの役割を決めて周知しておくことが必要である。

●避難者が多数いる場合、避難場所の変更も検討した方がいい。

●避難する場所までの時間、利用者をどのように待機させるか。

●防災備蓄品の保管場所が避難口から遠いことがわかった。

●避難場所を複数検討しておいた方がいい。

●予想以上に避難に時間がかかった。認知症状により、状況を理解できない人もいた。

●女性の職員で、発電機のエンジンをかけることができない人がいた。

●職員の分担を明確にする。

●コロナウイルス感染症対策に必要な衛生材料やポータブルトイレを追加する。

●利用者全員が一度に避難することができないので、順番を決めておく必要がある。

●女性の職員だけで、２階に避難できるか。



要配慮者利用施設避難確保計画

計画作成など
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要配慮者利用施設の避難確保計画の作成及び訓練の実施

「水防法」又は「土砂災害警戒等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」により、

市町村地域防災計画に定められた浸水想定区域内等又は土砂災害計

画区域内の要配慮者利用施設（医療施設等）の所有者又は管理者は、

「避難確保計画の作成」「避難訓練の実施等」が義務付けられてい

ます。

計画作成に役立つ情報を紹介しますので、ご参考としてください。
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水防法・土砂災害防止法の改正（平成29年）
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避難確保計画の作成・避難訓練の実施
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浸水想定区域・土砂災害警戒区域

●「浸水想定区域」とは、河川がはん濫した場合に浸水が想定され

る区域であり、河川管理者である国又は県が指定します。

●「土砂災害警戒区域」とは、土砂災害が発生した場合に、住民等

の生命又は身体に危害が生じるおそれがあると認められる区域で

あり、県が指定します。

お問い合わせ 青森県河川砂防課

電話：017-734-9670（砂防グループ）

電話：017-734-9662（企画・防災グループ）



避難確保計画とは

●水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における施設利用者

の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な防災体制や訓練

などに関する事項を定めた計画です。

●避難確保計画が実行性のあるものとするためには、管理者等の皆

さまが主体的に計画を作成することが重要です。

●作成した避難確保計画は、施設職員のほか、利用者や家族の方々

が日頃から確認することができるよう、その概要を共有スペース

の掲示版などに掲載しておくことも有効です。
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避難確保計画作成の手引き等

【手引き】要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き（国土交通省ホームページ）

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/tebiki.pdf
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避難確保計画作成の手引き等

【青森県】要配慮者利用施設の避難確保計画の作成について（青森県ホームページ）

https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/kasensabo/doshasaigai_hinankakuhokeikaku.html
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避難確保計画作成の手引き等

【青森県】青森県土砂災害警戒情報システム

https://www.dosya-keikai.pref.aomori.jp/
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避難確保計画作成の手引き等

【ハザードマップ】ハザードマップポータル（国土交通省ホームページ）

http://disaportal.gsi.go.jp/
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避難確保計画作成の手引き等

【南部町防災関係】南部町防災マップ（南部町ホームページ）

https://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/6,16387,23,132,html
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避難確保計画作成の手引き等

【南部町防災関係】南部町防災重点ため池（南部町ホームページ）

https://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/6,18573,23,132,html
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避難確保計画作成の手引き等

【水害関係】要配慮者利用施設の浸水対策（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html
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避難確保計画作成の手引き等

【土砂災害関係】土砂災害防止法が改正されました（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/sabo01_fr_000012.html
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要配慮者利用施設（事業所）の皆さまへ

近年、多発する浸水・土砂災害等への対応を図るため、「水防法」

及び「土砂災害警戒等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律」の改正により、要配慮者利用施設の避難の実効性確保のため、

避難訓練の報告が義務化されるとともに、避難確保計画や避難訓練

に対して市町村長が助言・勧告できる制度が創設されました。

事業所におかれましては、避難確保計画作成の手引き等を参考に浸

水や土砂災害等への対応を明確化し、避難訓練により明らかとなっ

た課題等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しに取り組んでいただ

きますようお願いします。


